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国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学の平成23年度に係る業務の実績に関する

評価結果

１ 全体評価

奈良先端科学技術大学院大学は、世界に認知された教育研究拠点として、世界に開か

れた教育研究環境の下で、次代に貢献する最先端の科学技術研究を推進するとともに、

その成果に基づく高度な教育により人材を養成し、もって科学技術の進歩と持続的で健

全な社会の形成に貢献することを使命としている。第２期中期目標期間においては、日

本全国からの多様な学生に加えて、世界から積極的に学生を受け入れ、最先端の研究成

果を取り入れた教育プログラムと世界水準の研究活動を通じて、科学技術の高度化と活

用のために国際社会で活躍する人材を養成すること等を目標としている。

この目標達成に向けて学長のリーダーシップの下、海外協定校との国際共同研究に係

る学生交流や国際インターンシップ制度による留学生受入れ、留学生特別推薦選抜制度

及び英語による授業のみで学位取得可能な国際コースの設置、米国大学における科学英

語特別演習・研修の実施等、「法人の基本的な目標」に沿って計画的に取り組んでいるこ

とが認められる。

２ 項目別評価

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①組織運営の改善、②事務等の効率化・合理化

平成 23 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 大学独自の制度としてテニュア・トラック制を整備し、優れた若手研究者に対して、

テニュア獲得のインセンティブの付与と自立できる教育研究環境を提供することによ

り、教育研究に関する意欲を高めるとともに、その能力及び資質の向上を図っている。

【評定】 中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 17 事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金、寄附金その他の自己収入の安定的確保、②経費の抑制

平成 23 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。
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○ 総人件費改革を踏まえた人件費削減については、平成 18 年度からの６年間で６％以

上の削減が図られている。

【評定】 中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載５事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開や情報発信等の推進

【評定】 中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載３事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られることによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用等、②安全管理及び危機管理、③法令遵守、④その他

平成 23 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 男女共同参画を推進したことにより、女性研究者の研究成果について、平成 20 年度

と比較した平成 22 年度実績では、学術論文数が 67 ％、国際学会等発表数が 38 ％、国

内学会等発表数が 44 ％それぞれ増加しており、女性研究者の研究活動の活性化が図ら

れている。

【評定】 中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 14 事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況

平成 23 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ アドミッションポリシーに応じた多様な学生の受入れを推進するため、従来の入学
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者選抜に加え、高等専門学校から優秀な学生を確保することを目的として、高等専門

学校推薦選抜を実施し、19 名の学生を受け入れている。

○ 役員と学生との懇談会を開催し、日本人学生の大学院博士前期課程 10 名、大学院博

士後期課程 12 名、留学生７名が参加し、出された要望については対応策等を検討し、

学生に公表しており、また、平成 22 年度に出された要望を参考に、就職に関し、大学

による推薦の順位決定のための成績評価基準を改正するなどの改善を図っている。

○ 研究の高度化と学際融合化に向けて、既存の研究分野に捉われず、柔軟に編成でき

る体制を構築するため、「講座」を「研究室」に改組するとともに、研究科ごとの教育

研究体制の人員比率を、教授１：准教授１：助教２とすることで若手研究者のポスト

維持に取り組んでいる。

○ 次世代を先取りする新たな研究領域を開拓するため、「次世代融合領域研究推進プロ

ジェクト」により８件の研究プロジェクトの支援を行うとともに、すべての研究プロ

ジェクトについて、評価委員会（学外評価委員を含む）が中間評価を行い、意欲的に

研究が進んでいることを確認している。

○ 環境及び低炭素化技術関連分野の中心的な課題の一つである、発光及び光電変換デ

バイスの高効率化、低環境負荷化や省エネルギー化に貢献することのできる多方面の

物質科学研究の融合、高度化を目指すとともに、次代のグリーンイノベーションを担

う先端領域の人材育成に取り組む世界的な研究教育拠点の形成を目的として、「グリー

ンフォトニクス研究教育推進拠点整備事業」を開始している。

○ 国際的環境の中で研究活動を遂行できる能力を養成するため、欧米及びアジアのト

ップレベルの海外協定校との国際共同研究において、学生 36 名を海外協定校に派遣す

るとともに、海外協定校から学生 14 名を受け入れ、研究活動に従事させている。

○ 優秀な留学生を多数受け入れ、大学の国際的環境の醸成を図るため、海外協定校の

学生を短期間受け入れる国際インターンシップ制度を整備し、29 名の学生を受け入れ

ている。

Ⅲ．東日本大震災への対応

○ 震災に伴う計画停電により、実験機器が使用できない恐れがある大学院生、研究者

等を支援するため、他大学の学生１名を特別研究学生として受け入れ、研究スペース

の提供及び機器の共有等の支援を行っている。


